
 
 

 

健全化判断比率等の公表について 
 
平成１９年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布されました。 
この法律は、地方公共団体の財政の健全性に関する指標の公表制度を設け、その比率に応じて財

政の早期健全化及び財政の再生等に必要な行財政の措置を講ずることにより、地方公共団体の財政

の健全化に資することを目的としています。 
計画策定義務等を含めた全体の法律の施行は平成２１年４月ですが、財政の健全性に関する指標

の算定、議会報告及び公表については、平成２０年４月から施行されました。 
 
公表することとなるのは、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率及び④将来

負担比率の４指標（以下「健全化判断比率」といいます。）並びに⑤資金不足比率です。 
健全化判断比率のうちひとつでも早期健全化基準以上となった場合は財政健全化計画を、また、

資金不足比率が経営健全化基準以上となった場合は経営健全化計画を定める必要があります。（平成

２０年度決算から適用） 
 
平成１９年度決算に基づき算定された北秋田市の健全化判断比率及び資金不足比率は、下表のと

おりとなっています。（用語解説は別紙をご覧ください。） 
単位：％ 

指標 北秋田市 早期健全化基準 財政再生基準 

①実質赤字比率 
   － 
（△１．６０） 

１２．８７ ２０．００ 

②連結実質赤字比率 
   － 
（△５．６８） 

１７．８７ ４０．００ 

③実質公債費比率  １７．９  ２５．０  ３５．０ 

健

全

化

判

断

比

率 
④将来負担比率 １３４．７ ３５０．０  

注 実質赤字額及び連結実質赤字額がないため「－」で表示し、参考として黒字の比率をカッコ内

にマイナス表記しています。 
 

特別会計の名称 北秋田市 経営健全化基準 備考 

北秋田市病院事業会計   － 

北秋田市水道事業会計   － 

北秋田市下水道事業特別会計   － 

北秋田市農業集落排水事業特別会計   － 

北秋田市特定地域生活排水処理事業特別会計   － 

北秋田市簡易水道特別会計   － 

資

金

不

足

比

率 

北秋田市宅地造成事業特別会計 ５８．２ 

 ２０．０ 

資金不足

額がない

特別会計

について

は、「－」

で表示し

て い ま

す。 

 


